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1

熊本市人口ビジョンとは

これまでの取組

熊本市人口ビジョンの位置づけ
「熊本市人口ビジョン」は、熊本市の人口の現状分析と将来展望を取りまとめたものであり、本格的な人口減少と急激な少

子高齢化に対応するため、効果的な施策を取りまとめた「総合戦略」等を検討するうえでの基礎資料となるものです。

国は、今後の本格的な人口減少社会の到来を見据え、地方の人口の減少に歯止めをかけ、あわせて地方創生を行うことを目

的に、平成 26（2014）年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」を施行し、同年 12 月に「まち・ひと・しごと創生長期ビ

ジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定するなど、地方創生に総合的に取り組んでいます。

本市においても、合計特殊出生率[1]は 1.5前後で推移しており、人口置換水準[2]の 2.07 を大きく下回っています。加え

て、平成 28（2016）年以降の自然動態[3]については、死亡者数が出生者数を上回る自然減の状況となっています。総人口に

ついても、令和2（2020）年の国勢調査において、戦後初の減少となり、すでに人口減少局面に入っていると考えられます。

加えて、未婚化、晩婚化などによる出生数の減少と高齢者の増加により、少子高齢化が進行し、人口構造も大きく変化してい

ます。こうした現状を踏まえ、平成 28（2016）年 3 月には、本市の人口の現状分析と将来展望を取りまとめた「熊本市人口

ビジョン」を策定し、「熊本市しごと・ひと・まち創生総合戦略」策定の基礎資料としました。令和2（2020）年3月には、熊

本地震の影響等も踏まえた「第2期熊本市しごと・ひと・まち創生総合戦略」の策定にあたり、「熊本市人口ビジョン」の改

訂を行い戦略策定の基礎資料としました。

今回改訂の趣旨
これまで本市では、「総合計画」と「総合戦略」をそれぞれ策定し、相互に整合性を持たせながら人口減少と少子高齢化の

対策に取り組んできましたが、令和6（2024）年度からは、両者を一体化した「総合計画」を策定し取り組むこととしまし

た。今回、次期総合計画の策定にあたり、令和2（2020）年国勢調査の結果や令和4（2022）年現在での各種統計等の最新の

データを反映させるとともに、ミクロな視点（行政区や校区ごとの状況）とマクロな視点（広域的な連携中枢都市圏）からの

多角的な分析も加え、「熊本市人口ビジョン」を全面改訂することとしました。



１　現状分析

（1）総人口

（2）自然動態[3]

（3）社会動態[4]

（4）就業



※合併組替人口とは、国勢調査人口を現在の市域に組み替えた人口である。
3※図1.1.2は、熊本県「熊本県推計人口調査」より。各年10月1日現在の値。ただし、2011年より前の値は、熊本市「熊本市の推計人口」より。

１(1)総人口①　国勢調査人口

図1.1.1　国勢調査人口[5]（合併組替人口[8]） 図1.1.2　区別国勢調査人口及び推計人口[6]
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※図1.1.1は、総務省統計局「国勢調査結果」（データはe-Statより取得）及び、熊本県「熊本県統計年鑑」より。各年10月1日現在の値。

総人口は2020年の国勢調査で戦後初の減少となっています。区別の推計人口（直近の国勢調査確定人口を基に、その後の人口増減(出生・死
亡・転入・転出)を住民基本台帳から得て、毎月1日現在の人口として推計）は、力合、田迎南、飽田南、富合、隈庄などの校区で人口増が大き
い南区で人口が増加している一方で、中央区と東区は微増、西区と北区は微減となっています。
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１(1)総人口②　年齢３区分別人口

図1.1.3　年齢３区分別人口（合併組替人口[8]） 図1.1.4　年齢3区分別人口構成比（合併組替人口[8]）
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※図1.1.3及び図1.1.4は、総務省統計局「国勢調査結果」（データはe-Statより取得）及び、熊本県「熊本県統計年鑑」より。各年10月1日現在の値。

4※いずれも年齢不詳補完値を用いており、1970年～2010年については、各年の国勢調査結果の年齢不詳分を構成比により按分した値を、2015年・2020年

　については、総務省統計局が公表した不詳を補完した統計表（参考表）の値を用いている。

1985年頃から始まった年少人口の減少、2000年頃から始まった生産年齢人口の減少は、共に継続し歯止めがかかっていません。一方で、老年人
口は増加傾向が継続しており、2010年には高齢化率が21％に達し、超高齢社会に突入しています。
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図1.1.5　人口ピラミッド（1970年：当時市域）

１(1)総人口③　人口ピラミッド

図1.1.6　人口ピラミッド（2020年）

熊本市の人口ピラミッドは、少子高齢化により「富士山型」から「釣鐘型」を経て、現在は「つぼ型」のピラミッドに変化しています。また、
第１次ベビーブーム（1947～1949年）の間に生まれた「団塊の世代」が、今後、後期高齢者となることに加え、その子ども世代として第２次ベ
ビーブーム（1971～1974年）の間に生まれた「団塊ジュニア世代」が、2030年代後半から高齢者となります。

※図1.1.5は熊本市「熊本市の人口」より。図1.1.6は総務省統計局「令和２年国勢調査に関する不詳補完結果」より作成。
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※図1.1.7及び図1.1.8は、1970年、1975年については、熊本県「熊本県統計年鑑」より。1980年以降については、総務省統計局「国勢調査結果」（データはe-Statより取得）より。

6　各年10月1日現在。

図1.1.8　世帯形態別構成割合（合併組替人口[8]）
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１(1)総人口④　世帯形態別推移と構成割合

図1.1.7　世帯形態別世帯数（合併組替人口[8]）

熊本市の世帯数は 2020年で32万世帯を超えています。そのうち約４割が単独世帯です。1980年に世帯数・構成比が共に首位であった「夫婦と
子から成る世帯」は、世帯数の大きな変動はないものの、割合は急速に減少しています。一方で、「単独世帯」、「ひとり親と子から成る世
帯」、「夫婦のみの世帯」は、世帯数・構成比共に増加傾向にあります。
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日本における出生に占める嫡出でない子（婚外子）の割合は、2.3%※となっており、子どもは、男女が結婚してから生まれる場合が大半です。
このため、生涯未婚率や結婚年齢の上昇が、出生数に一定の影響を与えていると考えられています。熊本市においても長期的にみると未婚化、
晩婚化が進んでいます。生涯未婚率は上昇の鈍化がみられるものの、依然として未婚化が進行しています。平均初婚年齢は、上昇傾向にありま
したが、2010年頃から横ばいで推移しています。

図1.2.1　熊本市（合併組替人口[8]）の生涯未婚率[10]
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１(2)自然動態①　結婚（未婚化・晩婚化）

図1.2.2　熊本市（合併組替人口[8]）の平均初婚年齢

※出生に占める嫡出でない子の割合は、2019年(令和元年)の値（厚生労働省「令和３年度 出生に関する統計」）より。

7
※図1.2.2は、総務省統計局「国勢調査結果」より。

※図1.2.1は、総務省統計局「国勢調査結果」より。ただし、総数には配偶関係「不詳」を含む。生涯未婚率は「45～49 歳」と「50～54 歳」の未婚率の平均値。
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図1.2.4　出生数・死亡数と自然動態[3]（当時市域[9]）
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１(2)自然動態②　出産と死亡

※図1.2.3の内、2010年までの出生数（熊本市）、合計特殊出生率（全国）は、厚生労働省「人口動態統計」より。

8※図1.2.3の内、2011年以降の出生数（熊本市）、合計特殊出生率（熊本市）、図1.2.4は熊本市「熊本市の保健福祉」より。なお、1月～12月の実数である。

※確定値が公表されていない（例年10月頃公表）ため2021年（R.03）までの値を表示している。

熊本市における合計特殊出生率は、全国値より高い1.5前後で推移していますが、出生数は第二次ベビーブーム(1970年頃)をピークとして、減
少傾向が継続しています。また、死亡数は老年人口の増加に伴い増加傾向が続いており、2016年以降死亡超過（自然減）の状況です。

図1.2.3　出生数（合併組替人口[8]）と合計特殊出生率[1]
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）

図1.3.1　転入・転出と社会動態[4]（当時市域[9]）
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１(3)社会動態①　転入・転出

図1.3.2　男女別年代別転入転出状況

※図1.3.1は熊本県「熊本県推計人口調」（各市町村から提出された住民移動のデータを熊本県が調整）より。なお、前年10月～9月の値である。

9※図1.3.2は熊本市の住民移動データを熊本市独自に集計したもの。なお、1月～12月の値である。

熊本市における転入・転出は、熊本地震があった2016年は、転出超過となりましたが、その後は、転入超過傾向にあり、直近(2022年)では約
1,800人の転入超過の状況にあります。年代別で見ると、男女共に0～4歳、20～24歳が転出超過となっており、女性については、25～34歳でも
転出超過となっています。20～24歳の転出超過については、大学生等を対象とした意識調査の結果等から就職に伴う転出超過であると考えられ
ます。
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10近畿（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）、熊本連携中枢都市圏(熊本市、玉名市、山鹿市、菊池市、宇土市、宇城市、阿蘇市、合志市、美里町、玉東町、大津町、

菊陽町、高森町、西原村、南阿蘇村、御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町)

１(3)社会動態②　地域別転入転出状況
社
会
動
態
（
正
は
社
会
増
・
負
は
社
会
減

）

図1.3.3　男女別地域別転入転出状況
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※熊本市の住民移動データを熊本市独自に集計したもの（1月～12月）。なお、地域区分は次のとおり。関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、

本市の転出超過の大きなウェイトを占めている「関東」に対しての転出超過が2018年と比較して男女共に縮減しています。「福岡県」に対して
は、男性は2018年と比較して縮減していますが、女性は横ばいとなっています。その他、概ねいずれの地域に対しても改善（転入超過の拡大・
転出超過の縮減）が見られますが、「熊本連携中枢都市圏」に対しては、転入者の減少により、男女共に2018年と比較して転出超過が拡大して
います。
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※図1.4.1及び図1.4.2は、1970年・1975年は、熊本県「熊本県統計年鑑」より（年代別・男女別データなし）。1980年以降は、総務省統計局「国勢調査結果」（データはe-Stat

11　より取得）より。

図1.4.1　就業者数（合併組換人口）

生
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１(4)就業①　就業者数と就業率

図1.4.2　就業率（合併組換人口）

生産年齢人口は、2000年をピークに、約4万2千人減少しています。一方で、就業者数は、2010年に第一次ベビーブーム世代の定年退職の影響な
どにより一時的に減少していますが、概ね34万2千人前後で横ばいとなっています。女性及び高齢者の就業率が増加傾向にあり、就業人口も増
加していることから、就業人口は減少せず、維持されている状況です。
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１(4)就業②　年代別就業率

図1.4.3　年代別就業率（男性） 図1.4.4　年代別就業率（女性）
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業
率
（
％
）

就
業
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％
）

※図1.4.3及び図1.4.4は総務省統計局「国勢調査結果」（データはe-Statより取得）より。

12

男女雇用機会均等法施行の前年に当たる1985年と比べると、女性に見られる、結婚・出産時期における就業率の低下（いわゆるМ字カーブ）

は、浅くなっており、男性と同様の台形へと近づきつつあることが分かります。また、2013年には改正高年齢者雇用安定法が施行されたことも
あり「60～64歳」の就業率は男女ともに上昇しています。

М字カーブの改善 就業率の上昇就業率の上昇

1985(S.60)

2015(H.27)

2020(R.02)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1
5
～

1
9
歳

2
0
～

2
4
歳

2
5
～

2
9
歳

3
0
～

3
4
歳

3
5
～

3
9
歳

4
0
～

4
4
歳

4
5
～

4
9
歳

5
0
～

5
4
歳

5
0
～

5
5
歳

6
0
～

6
4
歳 年

1985(S.60)

2015(H.27)

2020(R.02)

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

1
5
～

1
9
歳

2
0
～

2
4
歳

2
5
～

2
9
歳

3
0
～

3
4
歳

3
5
～

3
9
歳

4
0
～

4
4
歳

4
5
～

4
9
歳

5
0
～

5
4
歳

5
0
～

5
5
歳

6
0
～

6
4
歳 年



特
化
係
数

図1.4.5　産業分類別就業者数
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業
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１(4)就業③　産業分類別就業者数

※図1.4.5は総務省統計局「国勢調査結果」（データはe-Statより取得）より。

13※特化係数とは、本市の就業者総数の中での産業別就業者比率を全国の同様の値で除したもの。この値が１以上であれば当該産業が集積していることを示す。

分類別就業者数は、「医療、福祉」の就業者数が大きく増加する一方で、「農業、林業」「運輸業、郵便業」「卸売業、小売業」などで就業者
数の減少が見られます。特化係数は、「医療、福祉」が男女共に非常に高い一方で、「建設業」「情報通信業」「運輸業、郵便業」などは低い
値となっています。性別では、「建設業」「製造業」「運輸業、郵便業」などで男性が多数を占めているのに対し、「宿泊業、サービス業」
「医療、福祉」などでは女性が多数を占めています。
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※図1.4.6は総務省統計局「国勢調査結果」（データはe-Statより取得）より。
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2010年 2015年 2020年

１(4)就業④　産業分類別高齢化率

図1.4.6　産業分類別高齢化率（就業者100人未満の分類を除く）

ほぼ全ての産業分類において高齢化が進行しています。特に「農業、林業」、「不動産業，物品賃貸業」、「漁業」などにおいては、高齢化率
が高くなっています。
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（2）移住に関する意識調査

　　※進路希望に関する意識調査はｐ29に掲載

２　意識調査

（1）結婚・出産・子育てに関する意識調査



※いずれも熊本市「結婚・出産・子育てに関する意識調査」（令和4年9月実施）より。

16　令和4年8月24日現在で熊本市在住の18歳以上50歳未満の方から無作為抽出した10,000人を対象とし、3,087件の有効回答（郵送・Web）を得た。

図2.1.1　今後の結婚意向（未婚・離(死)別者対象）

2(1)結婚・出産・子育てに関する意識調査①　結婚

図2.1.2　結婚しようと思わない理由（結婚しようと思わない方対象）

今後の結婚意向が前回調査より低下しています。また、男女別では、女性の方が結婚意向が低くなっています。結婚しようと思わない理由と
しては、男女共に、首位が「独身のほうが自由な行動・生き方ができる」、二位が「結婚の必要性を感じない」となっています。三位が、男性
では「趣味や娯楽を楽しみたい」となっているのに対し、女性は「夫婦関係や親戚付き合いが面倒」となっています。
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夫婦関係や親戚付き合いが面倒

趣味や娯楽を楽しみたい

独身のほうが自由な行動、

生き方ができる
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0.7

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回(R.04)

n=1434

前回(H.27)

n=1225

今後結婚しようと思っている わからない 結婚しようとは思わない 無回答
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図2.1.6　市民希望出生率
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図2.1.4　理想的な子どもの数

図2.1.5　最終的に持つつもりの子どもの数が理想より少ない理由図2.1.3　現在の子どもの数

2(1)結婚・出産・子育てに関する意識調査②　出産・子育て

※いずれも熊本市「結婚・出産・子育てに関する意識調査」（令和4年9月実施）より。

理想的な子どもの数は、前回調査より若干減少しています。最終的に持つつもりの子どもの数が理想より少ない理由としては、「子育てや育児
にお金がかかりすぎる」が突出しており、自由記述の回答等と併せて考えると、国の「こども未来戦略方針」が指摘するとおり、雇用の安定と
質の向上を通じた雇用不安の払拭等の重要性が示唆されます。

17.9

12.8

15.0

12.6

42.5

48.6

20.1

19.1

3.1

3.1

1.4

3.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

R.04

(n=3087)

前回

H.27

(n=2545)

0人 1人 2人 3人 4人以上 無回答

7.6

4.8

4.5

3.1

43.9

41.2

36.2

43.1

6.1

5.3

1.7

2.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今回

R.04

(n=3087)

前回

H.27

(n=2545)

0人 1人 2人 3人 4人以上 無回答

0 10 20 30 40 50 60 70

その他

配偶者・パートナーの家事育児

への協力が不足

配偶者・パートナーが望まない

家が狭い

末子が自分や配偶者・パートナーの

定年退職までに成人してほしい

子どもがのびのび育つ環境ではない

健康上の理由

自分や夫婦の生活を大切にしたい

育児の心理的・肉体的負担に耐えきれない

ほしいけれどもできない

自分の仕事に差し支える

高齢出産はいやだ

子育てや育児にお金がかかりすぎる

未婚

n=468

既婚

n=698

離(死)別

n=115

算出式：国の「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」を参考に[（①×②）+（③×④×⑤）]×⑥

R.04
H.27

市民
希望

出生率

1.9
2.1

①有配偶割合

29.9%
32.4%

②夫婦の予定
子ども数

③独身者割合
④独身者のう
ち結婚を希望
する者の割合

⑤独身者の
希望子ども数

⑥離死別等
の影響

2.02人 70.1% 80.7% 2.44人 0.955
2.11人 67.6% 92.6% 2.53人 0.938



※いずれも熊本市「移住に関する意識調査」（令和4年9月実施）より。令和2年4月～令和4年3月に首都圏（東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県）から熊本市内に転入し、

18　令和4年8月24日現在で熊本市に住所を有する25歳以上75歳未満の方を 対象とし、配布3,283件に対し1,175件の回答（郵送・Web）を得た。

　このうち「転勤や出向による一時的な熊本市在住」(320人)及び「無回答」(6人)を除いた人数(849人)を母数としている。

図2.2.2　UIJターン後のライフスタイルの満足度

図2.2.1　UIJターン後の金銭面での満足度

2(1)移住・定住に関する意識調査　

図2.2.3　UIJターンをして満足なこと・不満なこと

移住者の満足度はライフスタイル・金銭面ともに前回調査より向上しているものの、ライフスタイルの満足度と比較して金銭面での満足度は低
い状況です。分野別で見ると、交通、医療・福祉や子育て、仕事や給与･収入に対しては、不満の方が強く、一方で、娯楽が少ない、自然災害
が多い等の不満はあるものの、暮らし（趣味時間、家族と過ごす時間、住居等）や自然に対しては満足度が高い状況です。
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不満(％) 満足(％)■満足（％）　　　　■不満（％）



３　将来推計



合計特殊出生率
転入超過(5年間：千人)

総人口(千人)
年少人口
生産年齢人口
老年人口

高齢化率（％）
合計特殊出生率
転入超過(5年間：千人)

総人口(千人)
年少人口
生産年齢人口
老年人口

高齢化率（％）
合計特殊出生率
転入超過(5年間：千人)

総人口(千人)
年少人口
生産年齢人口
老年人口

高齢化率（％）
合計特殊出生率
転入超過(5年間：千人)

総人口(千人)
年少人口
生産年齢人口
老年人口

高齢化率（％）

302
219 211 201

28.2 29.7 31.1 33.1 34.6 35.4 35.6 35.2

※いずれの推計も、2020年国勢調査人口（不詳補完値）を初期値とし、内閣府地方創生推進室「地方人口ビジョンの策定のための手引き(令和元年12月版)」に準拠して
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　推計した。なお、合計特殊出生率は、全国の合計特殊出生率と子ども女性比との関係から得られる換算式により換算している。

※社人研「地域別将来推計(2018)」は、国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」を略表記したもの。

3　将来推計①　将来推計の方法と仮定値の設定

図3.1　仮定値の設定と推計結果（各年の値）

432 421 406 384 364 348 337 327444
195

26.4

1.54 1.57 1.58 1.57 1.58 1.63 1.69 1.71 1.66 1.63
5.4 5.1-

739
100

将来推計
A

223 233

3.3

406 386 371 362

内閣府「地方人口ビジョン策定のための手引き」に準拠し、コーホート要因法[11]により下記の4パターンで将来推計を行いました。

421

29.4

29.5
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208 216

87 84 82 79 76 73 70

444 432

26.4 28.1

将来推計
C

1.60

28.2

739 737

100 95

2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060 2065 2070
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96 92 90

5.0 5.0 3.2 3.1 3.0 3.0 2.9 2.7
736 729 719 704 686

2.07 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07 2.07
- 5.4 5.1 5.0 5.2 3.4 3.4 3.3 3.2 3.0 3.0

35.3 35.1
237 236 229

-

717 707 695 682 668 658
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739 738 736 732 726

223 233 237 236 229 219 211 201

406

30.5 32.1 33.0 33.4 33.0 32.2 31.6 30.6

718 706 691 675 658 640 624

1.70 1.80 1.90 1.90 1.90 1.90 1.90 1.90 1.90
- 5.4 5.1 5.0

将来推計
B

- 1.65 1.79 1.93

5.1 3.3 3.2 3.1 2.9 2.8国の長期ビジョンを踏まえ、2040年に市民
希望出生率である1.9まで上昇し、その後
一定

360 359 355 352
195 208 216

33.0 32.3

733 727
100 97 96 97 100 101 99 95 91 89 90
444 432 421 385 368 356 351 347 339 333
195 208 216 223 233 237 236 229 219 211 201

26.4

5.1

30.8 32.5 33.6 34.1 34.0 33.3

195 208 216 223 233 237 236 229 219 211 201
26.4 34.9 36.0 36.4

将来推計
D

678 656 631 604 576
82 79 76 71 66

- 1.49 1.49 1.49 1.49 1.49 1.49 1.49 1.49 1.49 1.49
- 5.4

548735
4.9

727 715 698
59

444 432 421 406 383 362 344

36.3 36.6 36.7

社人研「地域別将来推計(2018)」

初期値 2020年国勢調査人口（不詳補完値）

出生
仮定

2021年時点での合計特殊出生率(1.49)の
まま一定

移動
仮定

331 319 303 288

移動
仮定

90 85

4.9 3.1 3.1 3.0 2.9 2.7 2.6
739

社人研「地域別将来推計(2018)」

推計名称 仮定値 推計結果項目

28.2 29.8 31.3 33.4

初期値

出生
仮定

移動
仮定

2020年国勢調査人口（不詳補完値）

社人研「地域別将来推計(2018)」

社人研「地域別将来推計(2018)」

初期値 2020年国勢調査人口（不詳補完値）

出生
仮定

国の長期ビジョンを踏まえ、2040年に人口
置換水準である2.07まで上昇し、その後一
定

移動
仮定

社人研「地域別将来推計(2018)」

初期値 2020年国勢調査人口（不詳補完値）

出生
仮定

62
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図3.2　将来推計人口
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3　将来推計②　総人口の将来推計
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国勢調査人口（実績） 将来推計A：社人研仮定値（地域別将来推計2018）

将来推計B：2040年に人口置換水準（2.07） 将来推計C：2040年に市民希望出生率（1.9）

将来推計D：2021年の合計特殊出生率（1.49）を維持



※就業者数は、将来推計人口に就業率を乗じて推計。就業者数将来推計Aは就業率を2020年と同値とし、就業者将来推計Bは、女性の25-64歳の就業率が年0.1%ずつ

図3.3　将来推計Aの場合の3年齢区分人口・就業人口の将来推計

22　(50年後に5%)、高齢者（65歳以上男女共）の就業率が年0.2%ずつ(50年後に10%)上昇した場合を仮定している（女性の15-24歳の就業率は、現在の大学進学率が

　維持される想定で2020年値で固定）。

3　将来推計③　3年齢区分別人口と就業者数の将来推計
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４　考察と将来展望



人口減少と人口構成の変化の影響

▶想定される影響の例

　・人口減少は国内需要の縮小を、生産年齢人口の減少は供給面での縮小をもたらし、経済活動の規模は需要と供給の両面から縮小に向う

　・従事者の高齢化・退職・後継者不足により、担い手が不足するとともに、耕作放棄地の増大や事業と技術の継承なども課題となる

　・行政、医療・介護、インフラなどを支える担い手が不足することにより、地域社会を維持できなくなる

　・自治会組織の担い手が不足することにより、環境美化や防犯防災、交流イベント等のコミュニティ活動が衰退し、まちづくりの持続が困難となる

　・児童、生徒数の減少により、子ども同士の切磋琢磨する機会が減少するとともに、適正とされる学校規模の維持が困難となる

　・高齢者をはじめとする交通弱者の移動制約や移動手段の維持、確保が困難となる

　・見守りや生活支援等が必要な高齢者、災害時に支援が必要な高齢者（災害時要援護者）が増加する一方で、支える担い手は不足する

4パターンの将来推計を行いましたが、いずれの推計においても年少人口と生産年齢人口は減少するのに対し、老年人口は

2045年頃まで増加を続け、その後横ばいで推移する見込みです。高齢化率も35％程度まで増加し、その後高止まりとなる見込

みです。

本市における希望出生率は1.9であり、2040年頃にこれを実現できた場合（将来推計C）は、社人研の地域別将来推計の仮定

値を用いた場合（将来推計A）と比較して、2045年時点で約2万人の人口減少を、2070年時点で約5万1千人の人口減少を抑制で

きる見込みです。一方で、人口の規模及び構成を安定させるには、将来のどこかの時点で出生率が人口置換水準まで増加する

ことが必要です。仮に2040年頃にこれを実現できた場合（将来推計B）2050年までは70万人を維持し、2095年頃に人口減少に

歯止めがかかり、その後は、ほぼ横ばいとなる見込みです。

人口減少や人口構成の変化により、労働力不足や経済活動の停滞、社会保障費の増大等の経済的影響、さらには世帯形態や

教育環境の変化、地域コミュニティ活動の衰退等の社会的影響が懸念されます。

24

4　考察と将来展望①　試算結果のまとめと懸念される影響

試算結果のまとめ



少子・超高齢社会という人口構成においては、現在の合計特殊出生率や転入超過を維持・向上させたとしても、一定期間の

人口減少は避けられないことから、人口減少の抑制に加え、人口減少に適応し生活の質を維持するための施策も必要となりま

す。具体的には、コンパクトで持続可能な都市づくり（多核連携都市）、既存施設の長寿命化・施設の統廃合等による総コス

トの抑制、広域連携による都市機能の補完、健康寿命の延長、女性や高齢者など多様な主体の参画推進、あらゆる分野でのＤ

Ｘ（デジタル・トランスフォーメーション）推進などが考えられます。

4　考察と将来展望②　将来展望（人口減少の克服に向けて）

人口減少の抑制
人口減少による影響は、現在の出生率や転入超過の状況を維持・向上させなければ、急激かつ甚大なものになることが想定

されるため、人口減少の抑制に取り組む必要があります。自然減を抑制するためには、本市の2021年時点での合計特殊出生率

である1.49を維持・回復させていくため、若者の結婚・出産・子育てに関する希望を叶えるための支援や環境整備などに取り

組むことが必要です。さらに、産業の育成や企業誘致などによる雇用の創出や移住・定住の促進に取り組むなど、人口の自然

減の抑制と社会増の両面から対策を行うことが必要です。

人口減少への適応

25

将来展望
人口の規模及び構造を安定させるうえでは、将来推計B（2040年に人口置換水準2.07を回復）が本市の望ましい将来展望で

はありますが、これは出生率（出生の動向）と移動率（転入・転出の動向）に理想とする一定の条件を与えて得られた結果で

あり、特に合計特殊出生率には現状との大きな開きがあります。また、人口減少は、国が取り組む経済政策や社会保障政策に

も大きく関係するため、本市が実施する政策だけでこの将来展望どおりの人口とすることは困難な側面があることにも留意が

必要です。



5　外国人

参考資料

1　15～24歳の転入転出と就業

2　25～49歳の転入転出と就業

3　校区別人口（住民基本台帳人口[7]）

4　熊本連携中枢都市圏

6　大都市比較



図5.1　男女別地域別転入転出状況（15-24歳）
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参考1　15～24歳の転入転出と就業①　男女別地域別転入転出状況
社
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負
は
社
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減

）

近畿（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）、熊本連携中枢都市圏(熊本市、玉名市、山鹿市、菊池市、宇土市、宇城市、阿蘇市、合志市、美里町、玉東町、大津町、

菊陽町、高森町、西原村、南阿蘇村、御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町)

※熊本市の住民移動データを熊本市独自に集計したもの（1月～12月）。なお、地域区分は次のとおり。関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、
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年代的には、高等教育への進学・卒業後の新規就業等が考えられます。全年齢と比較すると「関東」への転出超過が突出している一方で、福岡
県を除く九州・沖縄からは一定程度の転入超過を確保しています。
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図5.2　男女別分野別就業者数（15-24歳）

全年齢で見たときには大きく増加している「医療、福祉」の就業者ですが、「15～24歳」で見ると、就業者は減少しています。また、「宿泊
業、飲食サービス業」に従事している就業者が他の年代と比べて大きなウェイトを占めています。

参考1　15～24歳の転入転出と就業②　男女別分野別就業者数

※総務省統計局「国勢調査結果」（データはe-Statより取得）より。
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※いずれも熊本市「学生の進路希望調査アンケート」（令和4年10月実施）より。

図5.5　卒業後に生活したい場所（高校生）

図5.4　卒業後に生活したい場所（専門学校生）

29　熊本市内の大学(5大学)、専門学校(5校)、高校3年生(5校)に協力依頼し、大学生417件、専門学校生434件、高校生567件の回答を得た。

図5.3　卒業後に生活したい場所（大学生）

参考1　15～24歳の転入転出と就業③　進路希望意識調査-1

卒業後に生活したい場所としては、県内出身大学生、専門学生、高校生の4～5割程度が「熊本市内」と回答しています。また、県外出身大学生
の約14％が「熊本市内」と回答していますが6割超は「市外」と回答しています。男女別では、女性の方が「熊本市内」と回答した割合が高く
なっています。
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参考1　15～24歳の転入転出と就業④　進路希望意識調査-2

図5.7　熊本市から離れる理由（専門学校生）

※いずれも熊本市「学生の進路希望調査アンケート」（令和4年10月実施）より。

30

大学生においては、「出身地での就職希望」が男女共に首位となっています。専門学校生においては、男性は「進学先が市外」女性は「他の場
所で何かにチャレンジ」が首位となっています。

図5.7　熊本市から離れる理由（専門学校生）

図5.6　熊本市から離れる理由（大学生）
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※熊本市の住民移動データを熊本市独自に集計したもの（1月～12月）。なお、地域区分は次のとおり。関東（茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県）、

31近畿（滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県）、熊本連携中枢都市圏(熊本市、玉名市、山鹿市、菊池市、宇土市、宇城市、阿蘇市、合志市、美里町、玉東町、大津町、

菊陽町、高森町、西原村、南阿蘇村、御船町、嘉島町、益城町、甲佐町、山都町)

全年齢と同様、「関東」に対しての転出超過が2018年と比較して男女共に縮減しています。「福岡県」に対しては、男性は2018年と比較して縮
減していますが、女性は横ばいとなっています。その他、概ねいずれの地域に対しても改善（転入超過の拡大・転出超過の縮減）が見られます
が、「熊本連携中枢都市圏」に対しては、転入者の減少により、男女共に2018年と比較して転出超過が拡大しています。
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図6.1　男女別地域別転入転出状況
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※総務省統計局「国勢調査結果」（データはe-Statより取得）より。
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参考2　25～49歳の転入転出と就業②　男女別分野別就業者数

図6.2　男女別分野別就業者数（24-49歳）

概ね、全年齢で見たときと同様の傾向が見られます。分類別では、「医療、福祉」の就業者数が大きく増加している一方で、「製造業」「情報
通信業」「運輸業、郵便業」「卸売業、小売業」「金融業、保険業」「宿泊業、飲食サービス業」など多くの分野で就業者数の減少が見られま
す。性別では、「建設業」「製造業」「運輸業、郵便業」などで男性が多数を占めているのに対し、「宿泊業、サービス業」「医療、福祉」な
どでは女性が多数を占めています。
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12.5%～ 14％未満

7.5%～12.5％ 14％-21％

2.5%～7.5％ 21％-28％

-2.5%～2.5％ 28％-35％

-7.5%～-2.5％ 35％-42％

-12.5%～-7.5％ 42％-49％

～-12.5% 49％以上

参考3　校区別人口（住民基本台帳に基づく人口　）

図7.1 校区別人口増減率（2013→2023）

壺川、大江、託麻東、春日、田迎南、飽田南、富合、隈庄などでは、マンション開発や宅地開発が進んでおり、人口が大きく増加しています。
中心市街地再開発（城東、慶徳など）や西熊本駅新設（旧力合など）の影響と思われる人口増加も見られます。また、2023年時点では、慶徳な
ど一部の校区を除き大半の校区で高齢化率が21％に達し大半の校区で「超高齢社会」となっています。

※熊本市「人口統計表」より。
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図7.2 校区別高齢化率（2023）

　

河内

芳野

中島

飽田西

飽田東

銭塘

川口

奥古閑 中緑

川尻

御幸

田
迎
南

画図

泉ヶ丘 秋津
若
葉

池上

力合

飽田南

城山

西里

春竹

出水南

田迎

城南

城西

白坪

花園

川上

高平台

池田

城北
麻生田

楡木
楠

北部東

武蔵
弓削

託麻北

託麻南

長嶺

月出

山ノ内

東町

桜木

託麻東

桜木東

清水

西原

託麻西

健軍 健
軍
東

託
麻
原

慶
徳

龍田

黒髪

日
吉
東

向山古
町

日
吉

春日

一新

壺川

五福

碩台

出水 砂取

帯
山
西

大江

白
川

城東

白山

尾ノ上

帯山

本荘

高橋

田底

吉松

山本

田原

菱形
桜井

植木

山東

杉上

隈庄

豊田

富合

小島 　

河内

芳野

中島

飽田西

飽田東

銭塘

川口

奥古閑 中緑

川尻

御幸

田
迎
南

画図

泉ヶ丘 秋津
若
葉

池上

力合
飽田南

城山

西里

春竹

出水南

田迎

城南

城西

白坪

花園

川上

高平台

池田

城北
麻生田

楡木
楠

北部東

武蔵
弓削

託麻北

託麻南

長嶺

月出

山ノ内

東町

桜木

託麻東

桜木東

清水

西原

託麻西

健軍 健
軍
東

託
麻
原

慶
徳

龍田西

黒髪

日
吉
東

向山古
町

日
吉

春日

一新

壺川

五福

碩台

出水 砂取

帯
山
西

大江

白
川

城東

白山

尾ノ上

帯山

本荘

高橋

田底

吉松

山本

田原

菱形
桜井

植木

山東

杉上

隈庄

豊田

富合

小島

田迎西

力合西

龍田

[7]



※1975年までは熊本県「熊本県統計年鑑」より。1980年～2015年は、総務省統計局「国勢調査結果」（データはe-Statより取得）より。2020年以降は、社人研「日本の地域別

34　将来推計人口（平成30（2018）年推計）」より。
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図8.2　熊本連携中枢都市圏の構成比と将来推計（社人研）図8.1　熊本連携中枢都市圏の人口推移と将来推計（社人研）

熊本連携中枢都市圏の総人口は、2015年国勢調査で減少に転じています。生産年齢人口及び年少人口の減少に歯止めがかかっておらず、老年人
口は増加しています。また、社人研地域別将来推計(2018)によると、生産年齢人口及び年少人口の減少に歯止めがかからず、老年人口は2045年
まで増加する見込みとなっています。一方で、総人口は、減少を続け高齢化率は35％程度まで上昇する見込みです。

参考4　熊本連携中枢都市圏（社人研地域別将来人口）
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図9.2　国・地域別外国人住民（当時市域:毎年12月末現在）

参考5　外国人　熊本市内の外国人人口

※熊本市「熊本市統計書」（地域政策課調）より。
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図9.1　熊本市の外国人住民（当時市域:毎年12月末現在）
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熊本市内の外国人住民は、コロナ禍の2020年・2021年には減少していますが直近の2022年は増加に転じています。国・地域別では中国籍（中華
人民共和国籍）が最も多数を占めていますが、直近10年間では、ベトナム籍やネパール籍が大きく増加しています。
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※大都市統計協議会「大都市比較統計年表」より。なお、ここでの「大都市」は政令指定都市及び東京都特別区部をいう。
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参考6　大都市比較

図10.1 大都市比較表（令和3年）

社会動態については、人口千人あたりで見ると熊本市は21都市中10位となっており、大都市の中では中位となっています。自然動態について
は、熊本市は人口千人あたりで見ると21大都市中5位となっており、特に出生率は首位となっています。自然動態と社会動態を合わせた人口増
加については、関東圏のさいたま市、千葉市、川崎市、相模原市と福岡市では増加していますが、他は減少しています。
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8 合併組替人口
合併等に伴い、旧市町村単位の人口を現在(2023
年)の市町村域に組替えた人口。

9 当時市域人口
当時の市町村域での人口。（合併前の旧市町村
単位で集計した人口）

人口置換水準
ある死亡の水準の下で、人口が長期的に増えも
減りもせずに一定となる出生の水準のこと。

3 自然動態
一定期間における出生・死亡に伴う人口の動
き。自然動態＝出生数－死亡数 （正の場合自然
増、負の場合自然減）

4 社会動態
一定期間における転入・転出に伴う人口の動
き。社会動態＝転入数－転出数 （正の場合社会
増、負の場合社会減）

11 コーホート要因法

各コーホート（同じ年又は同じ期間に生まれた
人々の集団）について、「自然増減」（出生と
死亡）及び「純移動」（転出入）という二つの
「人口変動要因」それぞれについて将来値を仮
定し、それに基づいて将来人口を推計する方
法。
長期かつ特殊な人口変動（出生率が2.07になる
等）を想定した将来推計に適しているとされ
る。

12 コーホート変化率法

各コーホートについて、過去における実績人口
の動勢から「変化率」を求め、それに基づき将
来人口を推計する方法。
推計するものが比較的近い将来の人口であり、
変化率の算出基礎となる近い過去に特殊な人口
変動がなく、また推計対象となる近い将来にも
特殊な人口変動が予想されない場合は、比較的
簡便なこの方法を用いることができる。

5 国勢調査人口
5年ごとに実施される国勢調査（全数調査）に
よって明らかにされた人口。

6 推計人口

国勢調査による人口を基準に、その後の人口動
向から算出（推計）した人口。当月の推計人口
＝ 前月の推計人口 ＋ 前月の自然動態 ＋ 前月
の社会動態により算出。

7
住基人口
（住民基本台帳に基づく人口）

ある時点で、住民基本台帳に記録されている住
民の人口。

合計特殊出生率

2

1

用語集

15～49歳までの既婚・未婚問わない全女性の年
齢別出生率を合計したもの。

10 生涯未婚率
「45～49歳」と「50～54歳」の未婚率の平均
値。「50歳時の未婚率」と言う場合もある。


